
 

 

資料３



 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 



2025.6.23

都市景観条例に定める各規定の新旧比較



1/5 

景観法（抜粋） 

発令  ：平成16年6月18日号外法律第110号 

本 文 

第１条～第６条  略 

（定義） 

第７条 この法律において「景観行政団体」とは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19

第１項の指定都市（以下この項及び第98条第１項において「指定都市」という。）の区域にあって

は指定都市、同法第252条の22第１項の中核市（以下この項及び第98条第１項において「中核市」と

いう。）の区域にあっては中核市、その他の区域にあっては都道府県をいう。ただし、指定都市及

び中核市以外の市町村であって、第98条第１項の規定により第２章第１節から第４節まで、第４章

及び第５章の規定に基づく事務（同条において「景観行政事務」という。）を処理する市町村の区

域にあっては、当該市町村をいう。 

２ この法律において「建築物」とは、建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定す

る建築物をいう。 

３ この法律において「屋外広告物」とは、屋外広告物法（昭和24年法律第189号）第２条第１項に

規定する屋外広告物をいう。 

４ この法律において「公共施設」とは、道路、河川、公園、広場、海岸、港湾、漁港その他政令で

定める公共の用に供する施設をいう。 

５ この法律において「国立公園」とは自然公園法（昭和32年法律第161号）第２条第２号に規定す

る国立公園を、「国定公園」とは同条第３号に規定する国定公園をいう。 

６ この法律において「都市計画区域」とは都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第２項に規

定する都市計画区域を、「準都市計画区域」とは同項に規定する準都市計画区域をいう。 

（景観計画） 

第８条 景観行政団体は、都市、農山漁村その他市街地又は集落を形成している地域及びこれと一体

となって景観を形成している地域における次の各号のいずれかに該当する土地（水面を含む。以下

この項、第11条及び第14条第２項において同じ。）の区域について、良好な景観の形成に関する計

画（以下「景観計画」という。）を定めることができる。 

（１）現にある良好な景観を保全する必要があると認められる土地の区域 

（２）地域の自然、歴史、文化等からみて、地域の特性にふさわしい良好な景観を形成する必要が

あると認められる土地の区域 

（３）地域間の交流の拠点となる土地の区域であって、当該交流の促進に資する良好な景観を形成

する必要があると認められるもの 

（４）住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われ、又は行われ

た土地の区域であって、新たに良好な景観を創出する必要があると認められるもの 

（５）地域の土地利用の動向等からみて、不良な景観が形成されるおそれがあると認められる土地

の区域 

２ 景観計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）景観計画の区域（以下「景観計画区域」という。） 

（２）良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項 

（３）第19条第１項の景観重要建造物又は第28条第１項の景観重要樹木の指定の方針（当該景観計

画区域内にこれらの指定の対象となる建造物又は樹木がある場合に限る。） 

（４）次に掲げる事項のうち、良好な景観の形成のために必要なもの 

イ～ホ  略 

３ 前項各号に掲げるもののほか、景観計画においては、景観計画区域における良好な景観の形成に

関する方針を定めるよう努めるものとする。 

４ 第２項第２号の行為の制限に関する事項には、政令で定める基準に従い、次に掲げるものを定め

なければならない。 
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（１）第16条第１項第４号の条例で同項の届出を要する行為を定める必要があるときは、当該条例

で定めるべき行為 

（２）次に掲げる制限であって、第16条第３項若しくは第６項又は第17条第１項の規定による規制

又は措置の基準として必要なもの 

イ 建築物又は工作物（建築物を除く。以下同じ。）の形態又は色彩その他の意匠（以下「形態

意匠」という。）の制限 

ロ 建築物又は工作物の高さの最高限度又は最低限度 

ハ 壁面の位置の制限又は建築物の敷地面積の最低限度 

ニ その他第16条第１項の届出を要する行為ごとの良好な景観の形成のための制限 

５～11  略 

 （策定の手続） 

第９条 景観行政団体は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意

見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 景観行政団体は、景観計画を定めようとするときは、都市計画区域又は準都市計画区域に係る部

分について、あらかじめ、都道府県都市計画審議会（市町村である景観行政団体に市町村都市計画

審議会が置かれているときは、当該市町村都市計画審議会）の意見を聴かなければならない。 

３ 都道府県である景観行政団体は、景観計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係市町村の

意見を聴かなければならない。 

４ 景観行政団体は、景観計画に前条第２項第４号ロ又はハに掲げる事項を定めようとするときは、

あらかじめ、当該事項について、国土交通省令・農林水産省令・環境省令で定めるところにより、

当該景観重要公共施設の管理者（景観行政団体であるものを除く。）に協議し、その同意を得なけ

ればならない。 

５ 景観行政団体は、景観計画に前条第２項第４号ホに掲げる事項を定めようとするときは、あらか

じめ、当該事項について、国立公園等管理者（国立公園にあっては環境大臣、国定公園にあっては

都道府県知事をいう。以下同じ。）に協議し、その同意を得なければならない。 

６ 景観行政団体は、景観計画を定めたときは、その旨を告示し、国土交通省令・農林水産省令・環

境省令で定めるところにより、これを当該景観行政団体の事務所において公衆の縦覧に供しなけれ

ばならない。 

７ 前各項の規定は、景観行政団体が、景観計画を定める手続に関する事項（前各項の規定に反しな

いものに限る。）について、条例で必要な規定を定めることを妨げるものではない。 

８ 前各項の規定は、景観計画の変更について準用する。 

第10条  略 

 （住民等による提案） 

第11条 第８条第１項に規定する土地の区域のうち、一体として良好な景観を形成すべき土地の区域

としてふさわしい一団の土地の区域であって政令で定める規模以上のものについて、当該土地の所

有権又は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権（臨時設備その他一時使

用のために設定されたことが明らかなものを除く。以下「借地権」という。）を有する者（以下こ

の条において「土地所有者等」という。）は、一人で、又は数人が共同して、景観行政団体に対

し、景観計画の策定又は変更を提案することができる。この場合においては、当該提案に係る景観

計画の素案を添えなければならない。 

２ まちづくりの推進を図る活動を行うことを目的とする特定非営利活動促進法（平成10年法律第７

号）第２条第２項の特定非営利活動法人若しくは一般社団法人若しくは一般財団法人又はこれらに

準ずるものとして景観行政団体の条例で定める団体は、前項に規定する土地の区域について、景観

行政団体に対し、景観計画の策定又は変更を提案することができる。同項後段の規定は、この場合

について準用する。 

３  略 

第12条～第15条  略  

 （届出及び勧告等） 
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第16条 景観計画区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令

（第４号に掲げる行為にあっては、景観行政団体の条例。以下この条において同じ。）で定めると

ころにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項

を景観行政団体の長に届け出なければならない。 

（１）建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又

は色彩の変更（以下「建築等」という。） 

（２）工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又

は色彩の変更（以下「建設等」という。） 

（３）都市計画法第四条第十二項に規定する開発行為その他政令で定める行為 

（４）前３号に掲げるもののほか、良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれのある行為として景観

計画に従い景観行政団体の条例で定める行為 

２～６  略 

７ 次に掲げる行為については、前各項の規定は、適用しない。 

（１）～（10） 略 

（11）その他政令又は景観行政団体の条例で定める行為 

 （変更命令等） 

第17条 景観行政団体の長は、良好な景観の形成のために必要があると認めるときは、特定届出対象

行為（前条第１項第１号又は第２号の届出を要する行為のうち、当該景観行政団体の条例で定める

ものをいう。第７項及び次条第１項において同じ。）について、景観計画に定められた建築物又は

工作物の形態意匠の制限に適合しないものをしようとする者又はした者に対し、当該制限に適合さ

せるため必要な限度において、当該行為に関し設計の変更その他の必要な措置をとることを命ずる

ことができる。この場合においては、前条第３項の規定は、適用しない。 

２ 前項の処分は、前条第１項又は第２項の届出をした者に対しては、当該届出があった日から30

日以内に限り、することができる。 

３ 第１項の処分は、前条第１項又は第２項の届出に係る建築物若しくは工作物又はこれらの部分

の形態意匠が政令で定める他の法令の規定により義務付けられたものであるときは、当該義務の

履行に支障のないものでなければならない。 

４ 景観行政団体の長は、前条第１項又は第２項の届出があった場合において、実地の調査をする

必要があるとき、その他第２項の期間内に第１項の処分をすることができない合理的な理由がある

ときは、90日を超えない範囲でその理由が存続する間、第２項の期間を延長することができる。こ

の場合においては、同項の期間内に、前条第１項又は第２項の届出をした者に対し、その旨、延長

する期間及び延長する理由を通知しなければならない。 

５ 景観行政団体の長は、第１項の処分に違反した者又はその者から当該建築物又は工作物につい

ての権利を承継した者に対して、相当の期限を定めて、景観計画に定められた建築物又は工作物の

形態意匠の制限に適合させるため必要な限度において、その原状回復を命じ、又は原状回復が著し

く困難である場合に、これに代わるべき必要な措置をとることを命ずることができる。 

６ 前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置（以下この条において「原状回復

等」という。）を命じようとする場合において、過失がなくて当該原状回復等を命ずべき者を確知

することができないときは、景観行政団体の長は、その者の負担において、当該原状回復等を自ら

行い、又はその命じた者若しくは委任した者にこれを行わせることができる。この場合において

は、相当の期限を定めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該原状回復等を行わ

ないときは、景観行政団体の長又はその命じた者若しくは委任した者が当該原状回復等を行う旨を

あらかじめ公告しなければならない。 

７ 景観行政団体の長は、第１項の規定の施行に必要な限度において、同項の規定により必要な措置

をとることを命ぜられた者に対し、当該措置の実施状況その他必要な事項について報告をさせ、又

は景観行政団体の職員に、当該建築物の敷地若しくは当該工作物の存する土地に立ち入り、特定届

出対象行為の実施状況を検査させ、若しくは特定届出対象行為が景観に及ぼす影響を調査させるこ

とができる。 
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８ 第６項の規定により原状回復等を行おうとする者及び前項の規定により立入検査又は立入調査を

する者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があった場合においては、これを提示し

なければならない。 

９ 第７項の規定による立入検査又は立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 

 （行為の着手の制限） 

第18条 第16条第１項又は第２項の規定による届出をした者は、景観行政団体がその届出を受理した

日から30日（特定届出対象行為について前条第４項の規定により同条第２項の期間が延長された場

合にあっては、その延長された期間）を経過した後でなければ、当該届出に係る行為（根切り工事

その他の政令で定める工事に係るものを除く。第103条第４号において同じ。）に着手してはならな

い。ただし、特定届出対象行為について前条第１項の命令を受け、かつ、これに基づき行う行為に

ついては、この限りでない。 

２ 景観行政団体の長は、第16条第１項又は第２項の規定による届出に係る行為について、良好な景

観の形成に支障を及ぼすおそれがないと認めるときは、前項本文の期間を短縮することができる。 

第19条～第20条  略  

 （指定の通知等） 

第21条 景観行政団体の長は、第19条第１項の規定により景観重要建造物を指定したときは、直ち

に、その旨その他国土交通省令で定める事項を、当該景観重要建造物の所有者（当該指定が前条第

２項の規定による提案に基づくものであるときは、当該景観重要建造物の所有者及び当該提案に係

る景観整備機構）に通知しなければならない。 

２ 景観行政団体は、第19条第１項の規定による景観重要建造物の指定があったときは、遅滞なく、

条例又は規則で定めるところにより、これを表示する標識を設置しなければならない。 

第22条～第24条  略 

 （景観重要建造物の所有者の管理義務等） 

第25条 景観重要建造物の所有者及び管理者は、その良好な景観が損なわれないよう適切に管理しな

ければならない。 

２ 景観行政団体は、条例で、景観重要建造物の良好な景観の保全のため必要な管理の方法の基準を

定めることができる。 

第26条～第29条  略 

（指定の通知等） 

第30条 景観行政団体の長は、第28条第１項の規定により景観重要樹木を指定したときは、直ちに、

その旨その他国土交通省令で定める事項を、当該景観重要樹木の所有者（当該指定が前条第２項の

規定による提案に基づくものであるときは、当該景観重要樹木の所有者及び当該提案に係る景観整

備機構）に通知しなければならない。 

２ 景観行政団体は、第28条第１項の規定による景観重要樹木の指定があったときは、遅滞なく、条

例又は規則で定めるところにより、これを表示する標識を設置しなければならない。 

 （景観重要樹木の所有者の管理義務等） 

第33条 景観重要樹木の所有者及び管理者は、その良好な景観が損なわれないよう適切に管理しなけ

ればならない。 

２ 景観行政団体は、条例で、景観重要樹木の管理の方法の基準を定めることができる。 

第34条～第100条  略 

  罰 則 

第101条 第17条第５項の規定による景観行政団体の長の命令又は第64条第１項の規定による市町村

長の命令に違反した者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

第102条 次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。 

（１）第17条第１項の規定による景観行政団体の長の命令又は第70条第１項の規定による市町村長

の命令に違反した者 

（２）第63条第１項の規定に違反して、申請書を提出せず、又は虚偽の申請書を提出した者 
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（３）第63条第４項の規定に違反して、建築物の建築等の工事をした者 

（４）第77条第３項の規定に違反して、応急仮設建築物又は応急仮設工作物を存続させた者 

第103条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 

（１）第16条第１項又は第２項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

（２）第17条第７項又は第71条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

（３）第17条第７項の規定による立入検査若しくは立入調査又は第71条第１項の規定による立入検

査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

（４）第18条第１項の規定に違反して、届出に係る行為に着手した者 

（５）～（８）  略 

第104条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関し、前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本

条の罰金刑を科する。 

第105条～第108条  略  


